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工事の実施細目について（通知）
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することとしたので通知する。
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別紙

工事の実施細目について

（目的）

第１ 防衛省が実施する建設工事については、防衛省における自衛隊の施設の

取得等に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６６号。以下「取得等訓令」

という。）、提供施設に係る整備の事務処理手続に関する訓令（平成２０年

防衛省訓令第３５号。以下「提供施設整備訓令」という。）及び提供施設の

管理、緩衝地帯の整備等に係る工事の事務処理手続に関する訓令（平成１９

年防衛省訓令第１３２号。以下「管理工事訓令」という。）並びに建設工事

の実施に関する法令に定めるもののほか、この通知の定めるところによる。

（定義）

第２ この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

⑴ 建設工事 取得等訓令第４条第８号に規定する直轄工事、同条第９号に

規定する委託工事及び同条第１１号に規定する部隊外注工事、提供施設整

備訓令第３条第２項に規定する整備工事及び管理工事訓令第３条第１号に

規定する提供財産保全等工事をいう。

⑵ 地方防衛局等 地方防衛局、地方防衛支局（東海防衛支局及び長崎防衛

支局を除く。）及び名護防衛事務所をいう。

⑶ 地方防衛局長等 地方防衛局等の長をいう。

⑷ 取得等要求機関の長 取得等訓令第４条第７号に規定する取得等要求機

関の長をいう。

⑸ 実施計画書等 取得等訓令第８条及び第１０条に規定する実施計画書、

提供施設整備訓令第６条及び第８条に規定する整備工事実施計画書及び管

理工事訓令第６条及び第８条に規定する提供財産保全等工事計画書をいう。

⑹ 直轄工事 取得等訓令第４条第８号に規定する直轄工事をいう。

⑺ 整備工事 提供施設整備訓令第３条第２項に規定する整備工事をいう。

⑻ 提供財産保全等工事 管理工事訓令第３条第１号に規定する提供財産保

全等工事をいう。

⑼ 直轄工事等 直轄工事、整備工事及び提供財産保全等工事をいう。

⑽ 委託工事 取得等訓令第４条第９号に規定する委託工事をいう。

⑾ 部隊施工工事 取得等訓令第４条第１０号に規定する部隊施工工事をい

う。

⑿ 部隊外注工事 取得等訓令第４条第１１号に規定する部隊外注工事をい

う。



⒀ 防衛省発注機関 契約担当官等が属する防衛省本省の内部部局、防衛大

学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、陸上幕僚監部、海上

幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛監察本部、地方防衛局並びに統

合幕僚長及び陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長の監督を受ける陸上

自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の部隊及び機関並びに防衛装備庁をい

う。

⒁ 施行受託機関 委託工事の委託を受ける地方防衛局等以外の国の行政機

関又は地方公共団体等をいう。

（予算概算要求書等の資料の作成についての協力）

第３ 地方防衛局長等は、取得等要求機関の長及び地方協力局長が行う建設工

事の予算概算要求書等に係る資料の作成にあたっては技術的協力を行うもの

とする。

（設計書等の作成）

第４ 地方防衛局長等は、整備計画局長から実施計画書等の承認の通知を受け

たときは、直轄工事にあっては取得等要求機関の長と、整備工事及び提供財

産保全等工事にあっては地方協力局長と協議の上、実施計画書等に基づき、

工事設計図、仕様書、予定価格の基礎となる積算価格内訳明細書その他設計

の根拠を示す書類を作成するものとする。

２ 取得等要求機関の長は、取得等訓令第２１条第４項の規定により、幕僚長

等（取得等訓令第２条第５号に規定する幕僚長等をいう。）から実施を命ぜ

られたときは、工事設計図、仕様書、予定価格の基礎となる積算価格内訳明

細書その他設計の根拠を示す書類を作成するものとする。

３ 工事設計図等の作成に必要な基準等は、別に定めるところによるものとす

る。

（工事の監督、検査及び完成物件の引渡し）

第５ 建設工事の監督及び検査については、別に定めるところによるものとす

る。

２ 防衛省発注機関の長は、前項の完成検査に合格した物件を工事の受注者か

ら受領したときは、国有財産登録資料を添え、部局長（防衛省所管国有財産

取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第１１８号）第２条に規定する部局長をい

う。次項において同じ。）に引き渡すための手続きを行うものとする。

３ 防衛省発注機関の長は、建設工事において国有財産の取壊しの完了を確認

したときは、国有財産登録資料を部局長に送付するものとする。

（工事成績の考査）

第６ 防衛省発注機関の長は、別に定めるところにより、工事受注者の工事成

績を考査するものとする。



（委託工事の連絡調整等）

第７ 地方防衛局長等及び取得等要求機関の長は、委託工事の実施に当たって

は、設計に関し、実施計画書等に記載した事項以外に特に必要な条件がある

場合には、これを施行受託機関に連絡し、十分調整を図るものとする。

２ 地方防衛局長等及び取得等要求機関の長は、施行受託機関から工事設計図、

仕様書、概算内訳書その他設計の根拠を示す書類の提出を求め、実施計画書

等の趣旨及び前項の必要な条件を充足しているか否かについて確認しなけれ

ばならない。

３ 地方防衛局長等及び取得等要求機関の長は、施行受託機関が工事を実施中

は、当該機関の長と十分連絡及び調整をしなければならない。

（契約決定等の通知）

第８ 地方防衛局長等は、施行受託機関において工事の契約を締結したときは、

速やかに当該施行受託機関に対し、別記様式による工事契約決定通知書、工

事設計図、仕様書、積算価格内訳明細書、工程表及び現場説明書（特に指示

した現場説明事項のある場合に限る。）の写しの提出を求めるものとする。

（完成工事の確認及び引渡し）

第９ 地方防衛局長等は、施行受託機関から工事完成の通知を受けたときは、

当該完成に係る物件の確認を行ない受領するものとする。

２ 第５第２項の規定は、前項の規定により、物件を受領した場合に準用する。

３ 第５第３項の規定は、委託工事において国有財産の取壊しの完了を確認し

た場合に準用する。

（部隊施工工事及び部隊外注工事の実施計画書の協議）

第１０ 整備計画局長は、幕僚長等から取得等訓令第１６条第４項及び第６項

並びに同訓令第２１条第３項及び第５項の規定による協議があった場合は、

必要に応じて地方防衛局長等に意見を求めるものとする。

（部隊施工工事又は部隊外注工事の連絡調整）

第１１ 地方防衛局長等は、部隊施工工事又は部隊外注工事が直轄工事と特に

密接な関連を有すると認めるときは、部隊施工工事にあっては、部隊施工工

事の実施者と、部隊外注工事にあっては、部隊外注工事に係る取得等要求機

関の長と連絡し、十分な調整を図るものとする。

（設計変更）

第１２ 防衛省発注機関の長は、建設工事の実施に伴い現地の条件に適合させ

るため、設計を変更する必要があるときは、実施計画書等の趣旨に従い、か

つ、当該工事に使用し得る予算の範囲内である場合に限り、直轄工事及び部



隊外注工事にあっては取得等要求機関の長と、整備工事及び提供財産保全等

工事にあっては地方協力局長と協議の上、設計変更を行うことができる。

２ 第８の規定は、委託工事に関し、施行受託機関より設計変更について通知

を受けた場合に準用する。

（契約不適合の修補の要否の調査及び通知、契約不適合の修補の実施）

第１３ 地方防衛局長等は、直轄工事及び委託工事について供用事務担当官か

ら、完成した施設の不具合に関する連絡を受けた場合は、速やかにその対応

について供用事務担当官と調整を行うものとする。

２ 地方防衛局長等は、契約不適合の修補の請求を行うか否かの決定及び契約

不適合の修補の内容の決定に当たっては、取得等要求機関の長と調整を行う

ものとし、これらを決定したときは、その内容を速やかに取得等要求機関の

長に通知する。

なお、契約不適合の修補の要否の調査及び契約不適合の修補の請求を行う

か否かの手続については、別に定めるところによる。

（部隊外注工事の契約書の適用）

第１４ 部隊外注工事の建設工事請負契約書（建設工事請負契約書について

（防整施（事）第１４６号。２８．３．３１）の別冊１及び別冊２をいう。

以下同じ。以下「契約書」という。）は、部隊外注工事の契約金額が予算決

算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の２第１項の規定に

かかわらず、建設工事請負契約書の運用基準について（防整施第６９１６号。

２８．３．３１）別紙の１ただし書きの規定により、契約書を適用するもの

とする。

（負担金工事等）

第１５ 直轄工事等の実施に伴い国費支弁により納付すべき負担金に係る相手

方の工事及び国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法（昭和３２年法律

第１１５号）第５条の規定に基づき特定国有財産整備計画の決定がなされ、

防衛省において施行することとされた工事並びに防衛省以外の国の行政機関

又は地方公共団体等から工事等に関する事務の委任を受け、防衛省において

施行することとされた工事に関し、地方防衛局等において行う手続等につい

ては、第４～第６の規定を準用する。ただし、負担金に係る相手方の工事に

ついては、第６に規定する工事成績の考査を適用しない。

（機関等への協力）

第１６ 整備計画局及び地方防衛局等は、大臣官房、防衛省本省の施設等機関、

統合幕僚監部、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防

衛監察本部又は防衛装備庁の長又は部署から建設工事の実施に関する技術的

協力を求められたときは、協力するものとする。



別記様式

工 事 契 約 決 定 通 知 書

年 月 日

１
工事項目番号

工事項目名称 （ ）

２
工事 示達番号 示達金額 備考

示 達 月 日

予算

第 号 年 月 日

３ 工事契約決定状況

件 名 契 約 状 況 契 約 工 期 契約金額 使用見込額 不 用 額 備 考

４ 備 考

Ａ４


